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研究成果の概要（和文）：本研究では、企業間の取引（ニーズ）と特許の発生（シーズ）に着目

し、現在の日本の企業間イノベーションシステムがどのように構築されているかを分析した。

データとして 100 万の企業をノードとし、それらにおける取引と特許の共同出願によるリンク

からなる多重ネットワークを分析した。分析に、産業連関表、ERG モデル、ベイジアンネット

ワークの 3 つを用いた。産業連関表の分析から、取引金額よりも取引件数の方が共同出願によ

り影響を与えているであろうことが推測された。続いて ERG モデルに基づく分析から、企業

間の取引は双方向になり、取引と特許の共同出願は同時に発生しやすいことがわかった。また

これより複雑な関係はあまり有意に発生しないこともわかった。最後にベイジアンネットワー

クに基づく分析から、企業間の取引関係が判明すれば、特許の共同出願と産業の種類は独立に

なることがわかった。 
 
研究成果の概要（英文）：Many firms these days, forced by increasing international 
competition and an unstable economy, are opting to specialize rather than generalize as a 
way of maintaining their competitiveness. Consequently, firms cannot rely solely on 
themselves, but must cooperate by combining their advantages. 
To obtain the actual conditions for this cooperation, a multi-layered network based on two 
different types of data was investigated. The first type was transaction data from Japanese 
firms. The network created from the data included 961,363 firms and 7,808,760 links. The 
second type of data was from joint-patent applications in Japan. The joint-patent 
application network included 54,197 nodes and 154,205 links. These two networks were 
merged into one network. We analyzed the data from the viewpoint of input-output tables, 
the ERG model, and Bayesian networks. 
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１．研究開始当初の背景 

経済は、さまざまな経済主体が多様な関係
によってつながり合った複雑なシステムで
ある。多数の企業が他の企業から製品やサー
ビスを購入し、大学・公的研究機関や他の企
業から科学技術に関する知識を得、時には共
同して研究開発を行い、その結果を特許とし
て出願するとともに、最終的なアウトプット
として新たな製品・サービスを産み出して他
の企業や最終消費者に販売する。 

こうしたミクロレベルでの企業活動の付
加価値が積み重なって、マクロレベルでの経
済成長が実現している。この長期的経済成長
の要因は、労働や資本の投入もさることなが
ら、イノベーションによってその多くがもた
らされることが明らかとなっている。 

少子化により労働人口が減少し、高齢化に
よって貯蓄率の低下が見込まれるわが国に
おいて、国民所得を増大し財政を再建するた
めにイノベーションが特に求められている。 
そのため、政府においてもイノベーション

担当大臣の任命や「イノベーション２５」と
いった施策の策定を通じてイノベーション
を促進しようとしている。 

経済成長の主要因であるイノベーション
のメカニズムに関しては、ミクロレベルのケ
ース・スタディやマクロレベルの内生的成長
モデル、特定の地域における企業間の活動に
着目したクラスター分析など、これまでも多
くの研究がなされてきた。しかしながら、イ
ンターネットが発達し、交通機関の高速化と
相まってグローバル化がこれほど進展して
いるにもかかわらず、企業のイノベーション
活動のホームベースはごく一部に集中して
いる理由、地域毎の経済成長率に大きな差が
ある理由、さらにはイノベーションを促進す
るためにはどのような経済政策が適切であ
るかといった点については未解明の部分が
多い。 
 それは、国内にある企業を網羅し、それら
の企業間の共同研究開発や取引関係等の重
層的な相互作用の形態（トポロジー）を同時
に解析することによってイノベーションの
発生メカニズムを解明しようとするような
研究が、①多重ネットワークや特許の価値を
解析する手法が未確立であること、及び、②
データの入手が困難でかつ量が膨大である
こと、の２点が障害となってこれまで不可能
であったからである。 
 しかし、近年、以下に述べるように、提案

者らの研究の進展及び急速なコンピュータ
の発達により、これらの障害は取り除かれつ
つある。当初、多重ネットワークを解析する
手法は、個人のつながりを読み解くために社
会学の分野で研究されてきた。さらに、社会
ネットワーク分析は産業組織論と結びつく
ことによって企業のネットワークへとその
対象を拡げてきた。ただし、ほんの 10 年前
頃までの研究は、対象企業の集合を特定の産
業や地域あるいは企業集団といった範囲に
限定したものであり、企業数は多くても数百
のオーダーであった。その後、1998 年に提
案されたスモールワールド・ネットワークや、
1999 年に提案されたスケールフリー・ネッ
トワークを契機に、さまざまな分野の大規模
ネットワークの解析が行われるようになっ
た。ネットワークを考える場合には標本調査
は効果を発揮しないため、全数調査が必要と
なる。ほんの数年前までは大規模かつ多重な
経済ネットワークに関する研究は不可能で
あった。しかし、現在では、コンピュータの
飛躍的な進歩とさまざまなデータが電子化
されたため、全数調査に等しい企業ネットワ
ークデータの入手および解析が可能となっ
た。 
 提案者らはこれまでに大量の企業データ
を用いてイノベーションや多重ネットワー
クに関連した研究を行ってきた。イノベーシ
ョンに関連する研究として、玉田（研究代表
者）は、1994 年以降の数百万件の特許デー
タのデータベースを独自に構築し、学術研究
とイノベーションとの関係や大学・公的研究
機関と企業との共同発明等について研究し
てきた。また、井上（研究分担者）は、特許
の共同出願人間の距離を計算し、イノベーシ
ョンと地理的効果の関係を明らかにしてい
る。谷川（研究協力者）と新森（研究協力者）
は、弁理士および情報工学研究者の視点から
特許価値評価のためのパラメータの抽出と
価値モデルの構築、その実装について研究を
進めてきている。相馬（研究分担者）は、株
所有ネットワークの変遷や、上場企業が株所
有、役員兼任、取引、共同出願特許という関
係でつながった多重ネットワークを研究し、
藤原（研究分担者）は大規模な取引ネットワ
ークを解析してきた。青山（研究分担者）、
家富（研究分担者）、池田（研究協力者）は、
統計物理学の立場から企業のダイナミクス
やネットワークを研究している。藤田（連携
研究者）は、地域科学論を経済学に応用し空



間経済学を構成する一連の研究を行ってき
た。 
 
２．研究の目的 
本研究では、日本企業約 100 万社が、特許

共同出願、株所有、取引、役員兼任、などの
関係でつながったネットワークを解析する。
はじめに、関係の強さを考慮しない場合につ
いて各種ネットワーク指標を計算し、ネット
ワークが持つトポロジーの性質を明らかに
することを目指した。そしてこれらの指標が、
経済政策の立案にどのように資することが 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

できるのか検討を行った。 
 また、次のステップとして、企業間のつな
がりの強さを定義し、重み付けられた多重ネ
ットワークとして解析を行う。特に、複数の
企業がつながり合って塊（クラスター）を作
った場合に、その塊の価値を計算する理論モ
デルの構築を目指した。 
 さらに、付加価値の高いクラスターにはど
のような特性があるか解析し、高付加価値ク
ラスターの生成を促進するための経済政策
について検討を行った。 
 
３．研究の方法 
本研究では、企業間の取引と特許の発生に

着目し、現在の日本の企業間イノベーション
システムがどのように構築されているかを
分析した。データとして 100 万の企業をノー
ド（頂点）とし、それらの間における取引お
よび特許共同出願という 2 種類のリンク（紐
帯）からなる多重ネットワークを分析した。
分析には産業連関表、ERG モデル、および、

ベイジアンネットワークの 3 つを用いた。 
 
４．研究成果 
産業連関表の分析から、取引金額よりも取

引件数の方が共同出願により影響を与えて
いるであろうことが推測された。つづいて
ERG モデルに基づく分析から、企業間の取引
は双方向になり、取引と特許の共同出願は同
時に発生しやすいことが明らかとなった。最
後に、ベイジアンネットワークに基づく分析
から、企業間の取引関係が判明すれば、特許 
の共同出願と産業の種類は独立になること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
が明らかとなった。 
本研究から、取引金額の多寡よりも、取引

件数の多寡の方が共同研究開発の件数と相
関が高いという事実が明らかとなった。 
この結果は、ERG モデルを用いた分析でも

支持されている。取引関係と特許共同出願関
係の両方が起きる確率は、ランダムな場合の
確率より有意に高かったのである。 
この分析結果からは、何度も取引を重ねて

信頼関係が醸成された企業同士が共同で研
究開発を開始したり、共同研究開発の遂行を
通じて信頼関係が構築された企業同士で取
引が生じたりするという、企業間の信頼関係
の醸成に伴うトランザクションコストの低
下、それを通じた企業間関係の進展という関
係が推測される。 
ベイジアンネットワーク分析の結果では、

企業間の業種の組み合わせという変数が加
わってもなお、取引と特許共願の有無という
変数の間の結び付きは崩れなかった。 
イノベーション促進策として異業種のマ



ッチングが一般的に推進されるが、そのよう
に業種の組み合わせに注目することよりも、
すでに醸成された取引関係の方が、共願関係
の新たな生成に強い裏付けを与えるといえ
る。 

企業の間の関係には無数の事情があり、他
のどのような変数が取引や特許共願の関係
に影響を与えるかは今後も議論の余地があ
るが、少なくとも上記の結果から、取引と特
許共願の関係の正の相関性について強い裏
付けが得られたといえる。 
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